
稲敷市一時預かり利用者負担軽減事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、所得の低い世帯や支援が必要な児童がいる世帯等（以下

「低所得世帯等」という。）の一時預かり事業の利用に係る経済的負担を軽

減し、必要に応じて支援を受けることを促進するため、低所得世帯等に対し

て稲敷市一時預かり利用者負担軽減事業補助金（以下「補助金」という。）

を交付することに関し、稲敷市補助金等交付規則（平成１７年稲敷市規則第

３５号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象経費） 

第２条 補助金の対象となる経費は、一時預かり事業（「一時預かり事業実施

要綱」（「一時預かり事業の実施について」（令和６年３月３０日付け５文

科初第２５９２号文部科学省初等中等教育局長通知、こ成保第１９１号こど

も家庭庁成育局長通知）以下「国実施要綱」という。）に基づき市が実施す

る一時預かり事業に限る。以下同じ。）による支援を受けた場合における、

当該一時預かり事業を利用した児童の保護者が支払うべき利用者負担額とす

る。 

（対象となる一時預かり事業） 

第３条 対象となる一時預かり事業は、国実施要綱の「４ 実施方法」に定め

る事業類型のうち、次の各号に該当する一時預かり事業とする。ただし、

「緊急一時預かり」を除く。 

（１）国実施要綱の４（１）に定める「一般型」 

（２）国実施要綱の４（４）に定める「余裕活用型」 

（３）国実施要綱の４（５）に定める「居宅訪問型」 

（４）国実施要綱の４（６）に定める「地域密着Ⅱ型」 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「対象者」という。）は、一時預

かり事業を利用する児童の保護者であって、一時預かり事業の利用日（以下

「利用日」という。）時点において稲敷市内に住所があり、かつ、次の各号

に掲げる要件のいずれかに該当するものとする。 

（１）利用日において生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第１項

に規定する被保護者である場合 

（２）保護者及び当該保護者と同一の世帯に属する者が地方税法（昭和２５年

法律第２２６号）の規定による市民税を課されない者である場合（前号に

掲げる場合を除く。） 



（３）保護者及び当該保護者と同一の世帯に属する者について地方税法の規定

による市民税の同法第２９２条第１項第２号に掲げる所得割の額を合算し

た額（以下「市民税所得割合算額」という。）が７万７，１０１円未満で

ある場合（前２号に掲げる場合を除く。） 

（４）要保護児童対策地域協議会に登録された要支援児童及び要保護児童のい

る世帯その他市長が特に支援が必要と認めた世帯のうち、市長がその児童

及び保護者の心身の状況及び養育環境等を踏まえ、一時預かり事業の利用

を促した者であって、一時預かり事業に係る利用者負担額を軽減すること

が適当であると認められる場合（前３号に掲げる場合を除く。） 

（要件判定） 

第５条 前条第２号及び第３号に規定する対象者を決定するための市民税及び

市民税所得割合算額の判定は、利用日の年度における４月現在の市民税によ

り判定する。 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、次の各号に掲げる対象者の要件に応じ、それぞれ当該

各号に定める額と当該対象者が支払った利用者負担額を比較していずれか低

い額とする。 

（１）第４条第１号に該当する者 児童１人当たり日額３，０００円 

（２）第４条第２号に該当する者 児童１人当たり日額２，４００円 

（３）第４条第３号に該当する者 児童１人当たり日額２，１００円 

（４）第４条第４号に該当する者 児童１人当たり日額１，５００円 

（交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、次

に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

（１）稲敷市一時預かり利用者負担軽減事業補助金交付申請書兼請求書（様式

第１号） 

（２）領収書その他の利用実績及び利用者負担額の支払い状況が確認できる書

類 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審

査し、補助金の交付の可否を決定したときは、稲敷市一時預かり利用者負担

軽減事業補助金交付（不交付）決定通知書（様式第２号）により申請者に通

知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定をしたときは、申請者に補

助金を交付するものとする。 
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（交付の取消し等） 

第９条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下

「決定者」という。）が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の全

部又は一部の交付を取り消すことができる。この場合において、当該取り消

した部分について既に補助金が交付されているときは、その全部又は一部の

返還その他必要な措置を命ずることができる。 

（１）偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

（２）前号に掲げるもののほか、市長が適当でないと認めたとき。 

２ 市長は、補助金の交付決定を取り消したときは、稲敷市一時預かり利用者

負担軽減事業補助金交付決定取消通知書(様式第３号)により決定者に通知す

るものとする。 

（その他） 

第１０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、令和６年１０月１日から施行し、令和６年４月１日から適用す

る。 
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